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５ 施策評価シートの見方について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策1施策

１．ＰＬＡＮ（目的・展開内容）

施策評価シート 対象事業年度 平成29年度
政策

施策推進
責任者

目的
サービスの対象者（誰のために）

意図（どういう状態にしたいのか）
サービスの対象物（何を）

展開① 展開② 展開③

　　上段：指標　目標値

目標値

30年度以降の方向性
・事務事業の方向性を判断した理由
・目標年次の変更等の理由　等

　　中段：指標　実績値
成果 コスト

　　下段：事業費（単年度・人件費込・国費除く）

２．ＤＯ（施策を構成する各事務事業の取組内容・今後の方向性）

コード
事務事業名
（担当課名）

指標名
【指標型】

27年度 28年度 29年度

29年度
の状況

29年度実施事業に基づく評価結果

【展開①】

【展開②】

【展開③】

施策コスト（合計）千円

３．ＣＨＥＣＫ（成果目標の状況・29年度の取組内容など）

成果目標の達成度に対する評価（外部要因等があればその旨を踏まえて記載）

(仮目標値)

実績

施策　成果目標 27年 28年 29年
目標値
[30年]

(仮目標値)

実績

構成事務事業の妥当性（施策目的を達成するために構成した事務事業に不足や問題点はないか？）

適正・見直しが必要

（見直しが必要な場合、見直しの方向性を記入）

４．ＡＣＴＩＯＮ（課題・30年度以降の取組方針）

29年度に取り組んだ内容 課題 30年度以降の取組方針

【
展
開
②

】

【
展
開
③

】

【
展
開
①

】

【
展
開
①

】

【
展
開
②

】

【
展
開
②

】

年

実績等

（６ページ） 

（７ページ） 

 名古屋港管理組合政策体系２０１８ 
 （平成２９年度一部改訂版） 

３．ＣＨＥＣＫ（成果目標の状況・2９年度の取組内容など） 

２．ＤＯ（施策を構成する各事務事業の取組内容・今後の方向性） 

４．ＡＣＴＩＯＮ（課題・３０年度以降の取組方針） 

名古屋港管理組合政策体系２０１８（平成２９年度一部

改訂版）（以下「政策体系２０１８」という。）で定めた

施策として、期間中に取り組むべき内容を３つの展開に

分類して記載しています。 

施策を構成する各事務事業の評価を記載しています。 

  １ ２ 

※１ 評価方法の詳細については、次ページを参照してください。 

※２「施策評価シート」は、政策体系２０１８の２～３ページ 

掲載の事務事業を対象としています。 

  ３ ４ 

 

５ 

 ６ 

事務事業毎に設定した活動・

成果指標の平成２９年度目標値

に対する実績値によって取組状

況を検証しています。（参考として、

平成 2７、2８年度実績値も記載） 

また、事業費（3 か年）を参考と

して記載しています。 

１ １の平成２９

年度の状況によっ

て平成３０年度以

降の方向性を判定

しています。 

 

２ 

政策体系２０１８で設

定した施策の成果目標につ

いて、平成２９年度の仮目

標値と実績値を記載してい

ます。（参考として、平成 2７、

2８年度実績値も記載） 

３ ３の（仮）目標

値に対する実績値

について、外部要因

等を踏まえ、成果目

標の達成度を評価

しています。 

４

展開毎に平成２９年度に取り

組んだ内容を検証しています。 

６ 

４～６を総括して施策実現に向けた課題を抽出し、

その課題解決に必要な平成３０年度以降の取組方針を

取りまとめています。 

７ 

 

７ 

施策を構成する事務事業に不足（目的達成のために

は新たな事務事業が必要）がないか、事務事業に重複

があるなどの問題がないかを検証しています。 

５ 

１．ＰＬＡＮ（目的・展開内容） 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 

「重点化」とは

　３０年度以降の方向性の成果を拡大と評価したもののう

　ち、政策的観点から、より取組を強化すべき事務事業に　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　ついて、重点化としています。

　　上段：指標　目標値

目標値

30年度以降の方向性
・事務事業の方向性を判断した理由
・目標年次の変更等の理由　等

　　中段：指標　実績値
成果 コスト

　　下段：事業費（単年度・人件費込・国費除く）

２．ＤＯ（施策を構成する各事務事業の取組内容・今後の方向性）

コード
事務事業名
（担当課名）

指標名
【指標型】

27年度 28年度 29年度

29年度
の状況

29年度実施事業に基づく評価結果

【展開①】

施01
事〇〇〇

〇〇〇整備事業
（事業担当）

事業進捗率（整備費換算）
【進行管理型】

- - 86.8％
100%（累計）

686,757千円 548,764千円

順調 継続

拡大 維持 ・大型化する船舶に対応し、安全かつ円
滑に入出港できる〇〇整備を着実に推
進していく必要があるため。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【重点化】

75.5％ 81.9％ 87.0％ 資源（財・人）の投入は維持し
たまま、取組を強化すること
によって、成果をあげる必要
がある。324,202千円 30年度完了

施策1施策

１．ＰＬＡＮ（目的・展開内容）

施策評価シート 対象事業年度 平成28年度
政策

施策推進
責任者

目的
サービスの対象者（誰のために）

意図（どういう状態にしたいのか）
サービスの対象物（何を）

展開① 展開② 展開③

　　上段：指標　目標値

目標値

29年度以降の方向性
・事務事業の方向性を判断した理由
・目標年次の変更等の理由　等

　　中段：指標　実績値
成果 コスト

　　下段：事業費（単年度・人件費込・国費除く）

２．ＤＯ（施策を構成する各事務事業の取組内容・今後の方向性）

コード
事務事業名
（担当課名）

指標名
【指標型】

26年度 27年度 28年度

28年度
の状況

28年度実施事業に基づく評価結果

【展開①】

【展開②】

【展開③】

施策コスト（合計）千円

３．ＣＨＥＣＫ（成果目標の状況・28年度の取組内容など）

成果目標の達成度に対する評価（外部要因等があればその旨を踏まえて記載）

(仮目標値)

実績

施策　成果目標 26年 27年 28年
目標値
[30年]

(仮目標値)

実績

構成事務事業の妥当性（施策目的を達成するために構成した事務事業に不足や問題点はないか？）

適正・見直しが必要

（見直しが必要な場合、見直しの方向性を記入）

４．ＡＣＴＩＯＮ（課題・29年度以降の取組内容）

28年度に取り組んだ内容 課題 29年度以降の取組方針

【
展
開
②

】

【
展
開
③

】

【
展
開
①

】

【
展
開
①

】

【
展
開
②

】

【
展
開
②

】

年

実績等

「施策評価シート」 

「２９年度の状況」の考え方

　平成２９年度の状況は下図のような考え方を基本として判定しています。

　指標型は「進行管理型」と「単年度管理型」の２種類に分類しています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

「進行管理型」

事業開始等からの累計値

（目標値・実績値）に

よって進行管理する指標

例：建設・整備事業の

進捗率など

「単年度管理型」

単年度の目標値・実績値に

よって目標管理する指標

例：活動回数、来場者数など

最終目標値

平成２５年度

初期値

遅れ（６０％未満）

やや遅れ
（６０％以上～８０％未満）

順調（８０％以上）

平成２9年度値

(順調の場合）

平成２9年度 最終年度

目標値注

目標値を上回る（100％超）

目標値通り（100％）

目標値をやや下回る

目標値を下回る

（８０％未満）

平成２９年度 最終年度

注：目標値については、5年間一定の場合もあります。

平成２８年度

　「平成３０年度以降の方向性」
　　・平成２９年度の状況を受け、平成３０年度以降の方向性を判定しています。

区分

継続

完了

延伸

休止

廃止

　　・「成果・コスト」は、平成３０年度以降の取組として資源（財・人）投入をどう
　  　　していくかによって、６通りの方向性に分類して判定しています。

終期を設定し、事務事業を廃止することが妥当

内容

施策の成果向上・維持のため、事務事業を継続することが妥当

目的を達成したため、事務事業を完了することが妥当

状況を勘案し、目標年度を先送りするもの

状況を勘案し、事務事業を休止するもの

コスト

成果

成果拡大・コスト縮小

取組及び資源（財・人）の投入
は妥当である。現状を維持する。

最適点

成果維持・コスト維持

成果維持・コスト縮小

成果縮小・コスト縮小

成果拡大・コスト維持

資源（財・人）の投入を拡大
し、取組を強化することに
よって、成果をあげる必要が
ある。

成果拡大・コスト拡大

資源（財・人）の投入は維持した
まま、取組を強化することによっ
て、成果をあげる必要がある。

取組強化のなかで、効率性を高める改善
によって資源（財・人）の投入を減らし
ながら、成果をあげる必要がある。

資源（財・人）の投入を減らしな
がら、取組を継続し、成果を維持
する必要がある。

廃止もしくは、段階的縮小
を検討する必要がある。


